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要旨 

本研究は、宮崎県の学校規模ポジティブ行動支援（以下、SWPBS とする）に関する支

援体制について、日本語版 State Systems Fidelity Inventory（以下、日本語版 SSFI と

する）によって評価し、その現状と課題を明らかにすることを目的とした。日本語版

SSFI による評価は、2021 年と 2023 年に実施された。その結果、９つの評価カテゴリの

うち、「ステークホルダーの関与」、「助成金とその調整」、「政策」、「コーチング」、「評

価」、「地域におけるモデル校の確立」の６つにおいて、得点率の増加が確認された。ま

た、導入状況として、「推進チームの発足」、「政策」、「職能開発」の評価カテゴリは、部

分的に導入済みと評価された。これらのことから、宮崎県の SWPBS に関する支援体制

の構築が進んでいることが示された。課題として、推進チームによる長期的な行動計画の

立案・実行や規模の拡大を支える職能開発の充実の必要性が指摘された。  

 

キーワード：学校規模ポジティブ行動支援、SWPBS、State Systems Fidelity Inventory、

宮崎県、社会実装  

 

Ⅰ 問題と目的  

 

 学校規模ポジティブ行動支援（school-wide positive behavior support; 以下、SWPBS とす

る）は、すべての児童生徒の教育的・社会的成果を向上させるために必要な学校全体の社会文

化と階層的な行動支援を提供するフレームワークである（Horner & Sugai, 2015）。階層的な

行動支援は、すべての児童生徒に対する「第１層支援」、第１層支援では問題に改善がみられな  
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い児童生徒に対する「第２層支援」、第１・２層支援では問題に改善がみられない児童生徒に対

する「第３層支援」から構成される。SWPBS の有効性に関して、Lee and Gage（2020）は、

ランダム化比較試験または準実験デザインによって効果検証を行った 32 編の研究を対象にメ

タ分析を行い、効果量を算出している。その結果、SWPBS は、問題行動の減少に大きな効果、

学業達成に中程度の効果があることが報告されている。  

近年、暴力行為やいじめといった問題行動が増加している日本においても、すべての児童生

徒を対象とした予防的な生徒指導の重要性が指摘されており（文部科学省 , 2022）、SWPBS に

対する注目が高まっている。SWPBS の第１層支援に関する効果検証を行った研究は、児童生

徒の適応行動の増加と問題行動の減少、教師の注意叱責の減少などを報告している（石黒 , 

2010; 松山・三田地 , 2020; 大久保・月本・大対・田中・野田・庭山 , 2020; 大対・田中・庭山・

松山 , 2022; 谷川・庭山 , 2023）。  

SWPBS の効果検証が進む一方、Walker（2004）は、エビデンスに基づく実践（evidence-

based practices）が学校現場の日常的な実践に統合されるまでに少なくとも 20 年程度かかる

ことを指摘している。このようなタイムラグを短縮する手段の１つは、エビデンスに基づく実

践の活用を政策レベルで優先させることである（Briesch, Chafouleas, Nissen, & Long, 2020）。

米国では、SWPBS に関する情報やサポートを提供する PBIS センター（Center on Positive 

Behavioral Interventions and Supports）が、教育省特別教育プログラム（Office of Special 

Education Programs）の公的助成金を受けている（平澤 , 2019; 庭山 , 2020）。その結果、21 の

州でそれぞれ 500 校以上の学校が SWPBS を導入している（Horner, Ward, Fixsen, Sugai, 

McIntosh, Putnam, & Little, 2019）。日本においても、徳島県は、「徳島県教育振興計画（第３

期）」において、県内の園や学校で SWPBS の導入を推進することを明記している（徳島県教育

委員会 , 2018）。これにより、2022 年３月時点で、徳島県内の幼稚園、児童館、小・中学校を含

む 343校のうち、76.2%で SWPBSの第１層支援が導入されている（Otsui, Niwayama, Ohkubo, 

Tanaka, & Noda, 2022）。  

米国で開発された State Systems Fidelity Inventory（Center on Positive Behavioral 

Interventions and Supports, 2023; 以下、SSFI とする）は、州が SWPBS の普及や支援を行

うために必要な体制を評価する指標である。SSFI は、日本ポジティブ行動支援ネットワークに

よって日本語に訳されており（日本ポジティブ行動支援ネットワーク , 2021; 以下、日本語版

SSFI とする）、日本で使用できるよう「州」を「都道府県」に訳し変えられている。SSFI の評

価カテゴリは、「推進チームの発足」、「ステークホルダーの関与」、「助成金とその調整」、「政策」、

「教職員の能力」、「職能開発」、「コーチング」、「評価」、「地域におけるモデル校の確立」の９

つに分かれている。Fig. 1 は、SSFI の評価カテゴリの関係性を示しており（Center on Positive 

Behavioral Interventions and Supports, 2019）、州または都道府県が SWPBS の実行を支援

する体制を示している（庭山 , 2020）。Otsui et al.（2022）は、都道府県が学校に SWPBS を

導入していく上で、支援体制の構築を日本語版 SSFI による評価に基づいて意思決定すること

が、効果的でかつ持続可能なシステムの確保につながることを指摘している。しかしながら、

これまで日本語版 SSFI による評価に基づき、都道府県の SWPBS に関する支援体制を分析し

た研究はみあたらない。  

以上より、本研究は、宮崎県の SWPBS に関する支援体制について、日本語版 SSFI によっ

て評価し、その現状と課題を明らかにすることを目的とする。宮崎県は、日本において、都道  



 

Fig. 1 SWPBS の実行を支援する州・都道府県の体制（Center on Positive Behavioral 

Interventions and Supports, 2019 より改変） 

 

府県レベルで SWPBS に取り組んでいる数少ない県の１つである。宮崎県は、小・中学校にお

ける校内支援体制のさらなる充実を課題として掲げ（横山 , 2018; 宮崎県教育委員会 , 2018）、

宮崎県教育委員会特別支援教育課（以下、特別支援教育課とする）を中心に SWPBS の導入を

推進している。宮崎県における支援体制の現状と課題を明らかにすることは、学術的価値だけ

でなく、今後 SWPBS を導入する他の都道府県にとって参考となる知見をもたらすことから実

践的価値も高いと考えられる。  

 

Ⅱ 方法  

 

１．評価指標  

日本語版 SSFI の質問項目は、「推進チームの発足」が 10 項目、「ステークホルダーの関与」

が３項目、「助成金とその調整」が４項目、「政策」が３項目、「教職員の能力」が４項目、「職

能開発」が７項目、「コーチング」が５項目、「評価」が６項目、「地域におけるモデル校の確立」

が３項目から構成された。各質問項目は、評価基準に基づいて０～２点で評価された。例えば、

「推進チームの発足」の「リーダーの権限：推進チームのうち一人ないしは複数のメンバーが、

組織内の動きに影響を与えるような重要な決定権（予算、計画の実施、方針、データシステム

など）を持つ」という質問項目に対する評価基準は、次の通りであった。「０＝推進チームの中

に、組織に影響を与えるような決定権を持つメンバーが誰もいない」、「１＝推進チームの中に

少なくとも一人、組織に影響を与える決定権を持つメンバーがいる」、「２＝推進チームの中に

複数、組織に影響を与える決定権をもつメンバーがおり、この権限は文書（組織図など）によ

って裏付けられている」。  

すべての質問項目に点数をつけた後は、各評価カテゴリの得点率を算出し、導入状況を評価

した。得点率を算出する式は、（得点／点数の最大値）×100 であった。導入状況は、得点率が

50%未満を未導入、50~80%を部分的に導入済み、81%以上を導入済みと評価された（日本ポジ

ティブ行動支援ネットワーク , 2021）。  

２．手続き  

 日本語版 SSFI による評価は、2021 年 10 月と 2023 年６月に実施した。手続きは、「大学教
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員による評価」、「特別支援教育課による評価」、「大学教員と特別支援教育課による評価内容の

確定」であった。「大学教員による評価」は、宮崎県における SWPBS の取り組みに初期段階か

ら携わっている大学教員の第１筆者が行った。第１筆者は、必要に応じて、特別支援教育課よ

り参考となる資料や情報の提供を受けた。「特別支援教育課による評価」は、特別支援教育課教

育推進担当指導主事（以下、担当指導主事とする）が、「大学教員による評価」の結果を確認し、

必要に応じて加筆修正を行った。「大学教員と特別支援教育課による評価内容の確定」は、第１

筆者と担当指導主事が、評価結果に関する協議を行い、得点の確定及び今後の行動計画の検討

を行った。  

 

Ⅲ 結果  

 

１．日本語版 SSFI による評価  

日本語版 SSFI による評価について、各評価カテゴリの得点率の推移を Fig. 2 に示した。導

入状況は、「推進チームの発足」、「政策」、「職能開発」の得点率が 50~80%であった。それ以外

の評価カテゴリは、得点率が 50%未満であった。以下、各評価カテゴリの評価結果について、

日本語版 SSFI の質問項目に沿って詳細を示す。  

（１）推進チームの発足：本カテゴリの得点率は、2021 年、2023 年ともに 50.0%であっ

た。宮崎県の推進チームメンバーは、担当指導主事と大学教員の第１〜３筆者であった。大学

教員の３名は、応用行動分析学や認知行動療法を専門としており、「実践」、「システム」、「デー

タ」、「成果」といった SWPBS の構成要素（Horner, & Sugai, 2015）に関する専門性を有して

いた。また、大学教員の３名は、所属する学部において、「学校全体を対象とした積極的行動支

援研究プロジェクト」を組織し、宮崎県における SWPBS の効果検証及び社会実装を目標とし

て研究に取り組んでいた。  

推進チームのコーディネートは、担当指導主事が担っており、コーディネートに必要な時間  

 

 

Fig.2 日本語版 SSFI による評価の推移 



が勤務時間に位置づけられていた。チーム間の情報共有に関して、主に担当指導主事と第１筆

者が、２ヶ月に１回程度、SWPBS に関する進捗状況の把握及び協議を行っていた。担当指導

主事は、特別支援教育課の課長や主幹に対して、３ヶ月に１回程度、SWPBS に関する進捗状

況や成果を報告し、フィードバックを受けていた。第１筆者も、他の大学教員に対して、３ヶ

月に１回程度、進捗状況や成果に関する報告及び協議を行っていた。  

 一方、推進チームに関する運営手順（頻度や意思決定のプロセスなど）、会議における役割、

組織図が明文化されていなかった。また、宮崎県の教育政策に関する計画（宮崎県教育振興基

本計画など）やモデル校（詳細は地域におけるモデル校の確立にて後述する）の実行度データ

（大対 , 2020）に基づいて、３〜５年程度の行動計画が立案されていなかった。  

（２）ステークホルダーの関与：本カテゴリの得点率は、2021 年が 16.7%、2023 年が 33.3%

であった。推進チームには、教育行政に関わるステークホルダーの担当指導主事がメンバーと

して関与していた。また、他のステークホルダーに対して、宮崎県教育委員会のホームページ

を通じて、SWPBS に関する情報提供を行っていた（宮崎県教育委員会特別支援教育課 , 2022）。  

 一方、推進チームには、保護者や青少年、地域組織のリーダーなどのステークホルダーがメ

ンバーとして関与していなかった。また、都道府県レベルの組織のリーダー（宮崎県教育委員

会教育長など）は、SWPBS に関する行事や取り組み（モデル校への訪問など）に参加してお

らず、他のステークホルダーの SWPBS に対する関心を惹きつけていなかった。  

（３）助成金とその調整：本カテゴリの得点率は、2021 年が 12.5%、2023 年が 25.0%で

あった。特別支援教育課は、これまでに SWPBS の導入を推進する事業（詳細は政策にて後述

する）を実施しており、短期的な予算計画を有していた。また、SWPBS に関する事業は、特

別支援教育課が実施する他の事業と整合・統合されていた。一方、SWPBS に関する事業は、

特別支援教育課以外の部署（生徒指導に関わる部署など）が実施する事業と整合・統合されて

いなかった。  

（４）政策：本カテゴリの得点率は、2021 年が 33.3%、2023 年が 66.7%であった。特別

支援教育課は、2019 年度から「特別支援教育の視点を踏まえた学校経営構築研究開発事業」、

2020 年度から「みやざきの発達障がい教育推進事業」、2023 年度から「学びを支える『通級に

よる指導』充実事業」において、その一部に SWPBS に関する内容を位置付けて実施していた。

また、「宮崎県教育振興基本計画（令和５年策定）」には、「基本目標１  多様性を認め合い、一

人一人を大切にする教育の推進」の「施策１  いのちと人権を守り、豊かな心を育む教育の推進」

の取り組みとして、SWPBS の導入を推進することが新たに明記されていた（宮崎県・宮崎県

教育委員会 , 2023）。  

一方、宮崎県の生徒指導に関する方針（宮崎県教育委員会 , 2020）は、SWPBS に関する実行

度や効果の向上といった観点から見直しや改善が図られていなかった。また、方針の見直しや

改善が、定期的（年に１度など）に行われていなかった。  

（５）教職員の能力：本カテゴリの得点率は、2021 年、2023 年ともに 0.0%であった。宮

崎県では、管理職や教職員の業務内容に SWPBS に関する取り組みが組み込まれていなかった。

また、採用基準・募集・選考や人事評価において、SWPBS に関する知識・技能や経験が考慮

されていなかった。  

（６）職能開発：本カテゴリの得点率は、2021 年が 64.0%、2023 年が 57.1%であった。

特別支援教育課は、2018 年度より、SWPBS に関する研修を計８回実施していた。これらの研  



Table 1 宮崎県教育研修センターが実施した SWPBS に関する研修 

 

 

修は、宮崎県内の教育事務所・市町村教育委員会・教育研修センターの特別支援教育担当指導

主事、市町村教育委員会教育支援主管課長、市町村就学支援委員会会長、高等学校及び中等教

育学校の管理職及び特別支援教育コーディネーター、エリアサポート体制（横山 , 2018）にお

ける地域支援担当コーディネーター、特別支援学校の特別支援教育コーディネーター、小・中

学校の通級による指導担当者を対象としていた。  

さらに、宮崎県教育研修センターは、2019 年度より、宮崎県内の教職員を対象に、SWPBS

に関する研修（選択制）を実施していた（Table 1 参照）。これらの研修は、第１筆者が講師を

担当しており、毎回 100 名程度が参加していた。また、2019 年度から 2021 年度は特別支援教

育に関する研修として実施されていたが、生徒指導提要の改訂にて予防的な生徒指導の重要性

が指摘されたことから（文部科学省 , 2022）、2022 年度以降は生徒指導に関する研修として実

施されていた。宮崎県教育研修センターは、Table 1 に示した研修のほか、第２〜３筆者を講師

として招聘し、応用行動分析学の基礎に関する研修も実施していた。  

一方、宮崎県教育委員会や宮崎県教育研修センターには、SWPBS に関する標準化された研

修内容や資料（動画を含む）が存在しなかった。また、2021 年には宮崎県内の教職員や大学教

員が SWPBS に関して情報交換を行う交流会が定期的に実施されていたが、2023 年には実施

されていなかった。  

（７）コーチング：本カテゴリの得点率は、2021 年が 30.0%、2023 年が 40.0%であった。

特別支援教育課は、推進チームメンバーの大学教員と連携し、モデル校に対するコーチングを

行っていた。また、2022 年度よりモデル校に追加された学校に対しては、SWPBS に関する実

行度を測定する日本語版 TFI（日本ポジティブ行動支援ネットワーク , 2022）の結果に基づき、

コーチングが実施されていた。  

一方、特別支援教育課は、SWPBS の実装を支援するために必要なコーチング能力を明確に

していなかった。また、コーチングを行う人材を新たに育成することを目的とした研修を実施

していなかった。  

（８）評価：本カテゴリの得点率は、2021 年が 25.0%、2023 年が 33.3%であった。特別

支援教育課は、先述の通り、一部のモデル校に対して、SWPBS に関する実行度データを収集

していた。これらのモデル校は、年に２回、日本語版 TFI の結果に基づいて行動計画を作成し、

特別支援教育課に提出していた。また、これらのモデル校に対しては、児童生徒の学校風土に  

実施年度 主な対象 研修名

2019 教職経験11〜20年 シンカ！特別支援教育と生徒指導

2020 教職経験21年以上
チームでツナグ！特別支援教育〜学校全体で取り組むポジティブ行動

支援〜

2021 管理職
管理職のための特別支援教育〜ポジティブ行動支援で実現！児童生徒

の主体性を伸ばす学校づくり〜

2021 教職経験21年以上
ポジティブ行動支援で実現！児童生徒の主体性を伸ばす学級・学校づ

くり

2022 管理職及び教職経験21年以上
児童生徒の成長を促す学級・学校づくり～ポジティブ行動支援を生徒

指導に生かす～

2023 全ての教職員
児童生徒の発達を支持する生徒指導〜ポジティブ行動支援を生徒指導

に生かす〜

＊2023年度は実施予定



 

Fig.3 モデル校の推移 

 

関する評価も実施していた。  

一方、推進チームは、モデル校の評価結果に関して、外部のステークホルダーに向けた報告

書を作成していなかった。また、評価に関する長期的な計画も作成していなかった。  

（９）地域におけるモデル校の確立：本カテゴリの得点率は、2021 年が 16.7%、2023 年

が 33.3%であった。特別支援教育課の事業で指定したモデル校の推移を Fig.3 に示した。2019

年度は、小学校３校と高等学校１校であった。2020 年度には小学校３校と中学校４校が追加さ

れ、2022 年度には小学校５校、中学校２校、小中一貫校１校が追加された。その結果、モデル

校の総数は、小学校 11 校、中学校 6 校、小中一貫校１校、高等学校１校の計 19 校であった。 

一部のモデル校は、SWPBS に関する実行度と児童生徒への効果について評価を行っており、

地域における実践例として研修などで紹介されることがあった。一方、特別支援教育課は、モ

デル校の選定に関するプロセスや拡大に関する計画について、今後の普及を見通したものを作

成・立案していなかった。  

 

Ⅳ 考察  

 

本研究は、宮崎県の SWPBS に関する支援体制について、日本語版 SSFI によって評価し、

その現状と課題を明らかにすることを目的とした。日本語版 SSFI による評価は、2021 年と

2023 年に実施された。その結果、９つの評価カテゴリのうち、「ステークホルダーの関与」、「助

成金とその調整」、「政策」、「コーチング」、「評価」、「地域におけるモデル校の確立」の６つに

おいて、得点率の増加が確認された。また、「推進チームの発足」、「政策」、「職能開発」の評価

カテゴリは、得点率が 50~80%であり、部分的に導入済みと評価された。これらのことから、

宮崎県の SWPBS に関する支援体制の構築が進んでいることが示された。  

宮崎県は、2019 年から特別支援教育課を中心に SWPBS に関する取り組みを進めていた。そ

の結果、2023 年度から 2026 年度までの教育政策を示した「宮崎県教育振興基本計画（令和５

年策定）」において、SWPBS の導入を推進することが新たに明記された（宮崎県・宮崎県教育

委員会 , 2023）。地区単位での SWPBS が維持して成果をもたらすためには、地区の管理者によ
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る長期的な注力の重要さが指摘されている（Netzel & Eber, 2003）。このことから、宮崎県の

SWPBS に関する取り組みの進展は、これまで事業を通して SWPBS の導入を推進してきた特

別支援教育課の貢献度が高いと考えられる。  

「宮崎県教育振興基本計画（令和５年策定）」への明記によって、今後、宮崎県の SWPBS に

関する取り組みは、規模の拡大が予測される。それらを支えるために必要な支援体制について、

以下、日本語版 SSFI より得られた課題を踏まえて考察する。  

推進チームは、「宮崎県教育振興基本計画（令和５年策定）」やこれまでに得られたデータ（モ

デル校の実行度や児童生徒への効果、日本語版 SSFI など）に基づいて、2023〜2026 年度まで

の長期的な行動計画（評価指標やモデル校の選定プロセスを含む）を立案・実行する必要があ

るだろう。また、宮崎県の教育行政全体に渡って計画を立案・実行するためにも、推進チーム

メンバーに特別支援教育課以外の教育行政に関わるステークホルダー（生徒指導や義務教育に

関わる部署の指導主事など）を加入させることが有用だと考えられる。SWPBS の大規模導入

に成功した７つの州を調査した Horner, Kincaid, Sugai, Lewis, Eber, Barrett, Dickey, Richter, 

Sullivan, Boezio, Algozzine, Reynolds, and Johnson（2014）は、すべての州において、初期

段階の実装を可能とした最初の資金が特別支援教育に関する資金源から調達されていたが、規

模の拡大に応じて調達する資金源も複数へと変化したことを報告している。宮崎県においても、

教育行政に関する多様なステークホルダーが SWPBS の取り組みに関する意思決定に携わるこ

とで、特別支援教育課以外の部署が実施する事業との整合・統合が進むと考えられる。  

  また、SWPBS を導入する学校の増加に伴い、校内で SWPBS を推進するチームや教職員、

それらの学校をコーチングするコーチを育成するため、職能開発のさらなる充実が必要になる

と考えられる。Horner et al.（2014）の調査でも、SWPBS の実装を加速させるためには、行

動理論や行動論的介入に関する専門性を有した地元の職員育成に投資することの重要性が指摘

されている。宮崎県では、これまで特別支援教育課や宮崎県教育研修センターによって、多く

の研修が行われていた。しかしながら、それらのほとんどが、SWPBS の理解啓発を促す内容

に留まっており、かつ系統的な実施には至っていなかった。今後は、SWPBS の構成要素（Ho

rner, & Sugai, 2015）や実装段階（Horner, & Macaya, 2018）など基盤となる知識・技能を

扱う系統的な研修や On the Job Training の企画・実施が望まれる。また、徳島県立総合教育

センター特別支援・相談課のホームページ「特別支援まなびの広場」（https://manabinohirob

a.tokushima-ec.ed.jp/）のように、研修動画や資料などのコンテンツを充実させることも、１

校あたりの導入コストを下げる上で効果的だと考えられる。  

本研究は、評価対象を宮崎県に限定していることから、研究知見の外的妥当性に課題がある。

日本において、都道府県レベルで SWPBS に取り組んでいる都道府県は現時点でほとんどみあ

たらないが、今後増加することが予測される。今後は、SWPBS の導入を推進する複数の都道

府県を対象に、日本語版 SSFI によって支援体制を評価することで、その構築に向けた共通の

課題を明らかにすることができると考えられる。また、得られた課題から、日本において必要

な研究や評価ツールの開発などの必要性も指摘できるだろう。  

本研究で明らかにした宮崎県の支援体制は、あくまで現時点での結果に過ぎない。エビデン

スに基づく実践の実装には時間がかかり、その実装段階は直線的ではなく、循環的かつ反復的

にシステムのレベル（学校、地区、地域、州など）を超えて統合されていく（Horner et al., 2014）。

今後も、日本語版 SSFI による分析・意思決定を継続していくことが、宮崎県の SWPBS に関



する支援体制のさらなる構築につながり、成果を伴う取り組みを推進すると考えられる。  
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